
「事業この研用者やその親族が事業に従事したとき、知価の支払tlは必要経費に算入しないJ(条
文趣旨)とt,う内宮て 配偶者ゃ子ともはタダ働き.事業主の申告時 配偶者は年に36万円、それ以
外の家族は50万Flが控除されるのみてす.実働時間でみれは 最低賃金からもかけ離れています。

．ｔ一一̈
‐、
R

'  
〉

''

政府も家族経営 ま

地域を安定させると

認めているのに?

体業保障 出産 育児体暇

介護体暇などの

権利がないなんて ‐

私たちの働き分は

球 主●F得に合算 |

錮 業者への差月中 齢 体や口違も56条を批判
古い家父長制度に昼づく晰 得税な第56果Jこよつて 自営業

者の家渡の働き分が必要経賢に_● められていません 国は
2014年 「小規模企業振興基本渕 を策定し「地口経済の安定
と経済社会の発展に寄与しているJと 中小業者 家族経営の存在

を評価しています 商売を支える家族従業者の働き分を認めない

差

'1ま

許されません.

中′J‐者ま毎日の売り上|チやl■入れなどを パソコンやノートで
きちんと配帳しています どのようなやり方で記帳し 申告するか
は納税者の自由です 目ますべての納税者に記帳を義務付す記
帳問題を理由に56条を残しておく言い訳けてきなくなりました
56条は差別でぁり人権を認めないことです

告形態による差月中 ●アメリカ |

各地の民商婦人Sの働きかけて 全国で480を超える自治

体か「56条は廃止すべき」と意見書をあげています

国運支性差別撤廃委員会でも2016年 3月 「56条が家族従

業劇性の経済的自立を妨げていることJを懸念し 所 得範法の

見直∪ を日本政府に勧告しました

夫婦の所得は合算で共同中告.家族従経 の

給料|ま必要経費

2偶者や子ともへの合理的頷の拾llは必要経費

親と子の雇用契約を税法上認め 家族従業者

のお料 ま必要経費

家族従業者の給料は必要経費

●イギリス

●ドイ ツ

●フランス |

●保育固入所中請の際 給与証明かないので 民生委員に 働いている証明をもらわなければならないことも
0公営住宅中し込みの所碍基準を満たさす入れないことも

0車購入や家のローンか鱚めない場合も

●交通事故の損害保険は専業J晟より低く算定されている

●家族で働いているのに 工賃などは一人分しか見てもらえす劇適がは される

覇 F
不利益!

[ゃ 76酬


